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(1) 少子高齢化に伴う人口減少社会の到来

1

取 組

長期的な視点をもって，更新・再編・長寿命化
などを計画的に行うことにより，財政負担を軽
減・平準化するとともに，公共施設の最適な配
置を実現。

施設の更新・再編・長寿命化

財政負担の軽減・平準化 公共施設の最適な配置

背 景・目 的

(2) 財政状況から予測される更新費用の

(4) 地域ごとの異なるニーズへの対応

(3) 利用者が少ない施設，運営コストが

⇒限られた経営資源の中で，上記の課題に対応
しながら，将来に渡って公共施設等の全体を適
正に管理していくことが必要

不足

高い施設が存在

１. 計画策定趣旨
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２. 計画期間



３. 各基本方針における取組状況等

現状の基本方針［平成28年］

方針２
計画的な保全による施設の長寿命化

(2)優先順位を定めた工事の実施
・公共施設全体の質の維持のために優先順位を定め、メリ

ハリのある工事を実施します。

(3)受益者負担の適正化
・サービスを利用する、しないによる公平性の確保等

方針１
施設機能の再編と総量の縮減

(1)市民ニーズに合わせた施設機能の再編
・提供されている行政サービスに着目し、施設の持つ機能

が利用者のニーズに合ったものとなるように見直す。

達成状況取組状況［平成28年から令和５年］ 成果・効果

方針３
財産の活用と管理運営費の削減

(2)施設総量の縮減
・施設の延床面積を減らしていくことにより、公共施設の

大規模修繕や建替えに伴う財政負担を抑制する。

(1)計画的・予防的な保全による財政負担の
抑制・平準化

・建物の保全を計画的に行うことにより、劣化の進行を遅
らせ、公共施設の質を確保しつつ、長寿命化を図る。

(1)市有財産の有効活用(「保有」から「活用」へ)
・市有財産の有効活用による財源確保

(2)民間活力の活用
 ・民間事業者の専門性を活用し、サービスの向上を図る

⚫ ＷＳ実施により、利用者のニーズを改修
内容に反映。

⚫ 利用者に安全で安心して利用でき、現
代ニーズに即応した施設の整備を行っ
た。

⚫ 教育環境の質の向上と新しい学習環境

の提供を改修で実現

⚫ 民間事業者の意見を取り入れることに
よる市有財産の有効活用の実施

⚫ 民間活力の活用による建築コストの削
減と提供サービスの向上。

⚫ 利用ニーズの高い用途に機能転換する
ことによる必要施設の確保と利用率の
向上

⚫ 利用状況に応じた規模を整備すること
により、サービスの質の向上

⚫ 複合化による利便性の向上と維持管理
費の削減

⚫ 青少年センターの一部を活用し、地域子育て支援拠点と複合化。
（はぐはぐひろば若柴）（H29）

⚫ 都市農業センターは利用者数拡大により、施設規模の拡大とサー
ビスの拡充のため、施設の再編と増築を行った。（R3）

⚫ 旧柏市社会福祉センターの除却。

⚫ 藤ケ谷区民会館等の小規模施設を廃止、除却。

⚫ 沼南庁舎は長寿命化に向けた保全計画を策定し、第二庁舎の外
壁改修及び屋上防水改修工事（R3）第一庁舎の外壁改修及び屋
上防水改修工事（R5）を行った。

⚫ 土小学校は、バリアフリー化やインクルーシブ教育への対応等を
含めた改良工事を実施し、長寿命化を図った。（R2）

⚫ あけぼの山農業公園では、民間事業者との連携による魅力向上
に向け、マーケットサウンディングを実施した。（R4）

⚫ 中央公民館は耐震補強と老朽化した設備等の改修工事と併せて、
世代や対象者によらない教育と福祉の充実を目指した複合施設
の在り方も見直した。（R2）

⚫ 安定的かつ継続的に下水道管路の機能が発揮できるよう、包括
的業務委託を導入し、施工管理・監督、点検調査業務及び改築業
務等を一元化して業務委託を行った。（H30）

⚫ 青和園は令和３年の指定管理契約終了に伴い、現指定管理者に
運営を引き継ぎ、施設を６年度末までに既存施設と同敷地内に、
民間の活力による新施設の建築を行う。（R5）

⚫ 南部近隣センターはコミュニティ活性化に向けWS等によりリノ
ベーション改修工事を実施し、長寿命化を行った。（R1）

⚫ 廃止、除却等を行った結果、学校施設を
除く各施設の削減合計面積は約3,400
㎡となっている
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４. 施設整備にかかる取組状況
公共施設の築年別整備状況

計画策定時（平成26年度末） 現在（令和4年度末）

449施設
約83.7万㎡

（一般公共施設・学校・住宅・供給処理施設）

442施設
約78.8万㎡

（一般公共施設・学校・住宅・供給処理施設）

今後４０年間で約１３％(約10.2万㎡)削減 約６％(約4.9万㎡)増加

全体の約６４％(約50.4万㎡) 全体の約７5％(約63.0万㎡)

施設数
延床面積

数値目標
・

現在高

建築後
３０年

経過施設
5

（単位：㎡）

（年度）

建築後３０年以上経過した施設
全体の約７５％ 約６３.０万㎡

学校

近隣ｾﾝﾀｰ

その他の公共施設

庁舎

保育園



５. 公共施設保有状況

計画策定時（平成26年度末） 現在（令和4年度末） 増減

大分類 中分類 施設数 延床面積（㎡） 施設数 延床面積（㎡） 施設数 延床面積（㎡）

01 市民文化系施設

01 集会施設 37 25,414.72 39 29,509.05 2 4,094.33 

02 文化施設 2 9,576.16 2 9,576.16 0 0.00 

03 交流施設 1 63.76 1 63.76 0 0.00 

02 社会教育系施設

01 図書館 18 5,480.63 18 5,553.83 0 73.20 

02 公民館 2 7,680.44 1 4,143.63 -1 -3,536.81 

03 博物館等 3 918.18 3 918.18 0 0.00 

04 その他社会教育施設 1 106.32 1 106.32 0 0.00 

03 スポーツ・レクリエーション施設
01 スポーツ施設 17 16,358.14 17 16,534.42 0 176.28 

02 レクリエーション施設 1 1,331.28 1 1,140.04 0 -191.24 

04 産業系施設 01 産業系施設 2 4,835.65 4 8,060.47 2 3,224.82 

05 学校教育系施設
01 学校 63 415,629.12 65 449,889.85 2 34,260.73 

02 その他教育施設 2 1,383.73 2 1,383.73 0 0.00 

06 子育て支援施設

01 保育園 23 23,596.04 22 23,604.17 -1 8.13 

02 幼児・児童施設 60 8,042.48 67 11,008.76 7 2,966.28 

03 幼児・児童福祉施設 3 2,200.16 3 2,200.16 0 0.00 

07 保健・福祉施設

01 高齢者福祉施設 10 10,747.85 9 10,147.07 -1 -600.78 

02 障害福祉施設 8 4,525.67 5 3,484.97 -3 -1,040.70 

03 保健施設 5 9,464.26 6 9,553.06 1 88.80 

04 福祉施設 4 1,504.70 2 2,872.64 -2 1,367.94 

08 医療施設 01 医療施設 2 13,015.03 2 13,144.06 0 129.03 

09 行政系施設

01 庁舎等 30 34,488.10 31 34,428.59 1 -59.51 

02 消防施設 54 17,552.68 55 17,437.03 1 -115.65 

03 環境施設 4 3,675.87 4 3,675.87 0 0.00 

04 防災施設 19 1,061.21 23 1,380.60 4 319.39 

10 公営住宅 01 公営住宅 10 47,763.60 10 47,763.60 0 0.00 

11 公園 01 公園 15 11,516.59 14 12,601.19 -1 1,084.60 

12 供給処理施設 01 供給処理施設 4 46,534.50 4 46,424.35 0 -110.15 

13 その他 01 その他 33 57,716.84 34 67,701.14 1 9,984.30 

14 未利用施設等 01 未利用施設・廃止予定施設 9 5,883.04 4 2,679.46 -5 -3,203.58 

合計 442 788,066.75 449 836,986.16 7 48,919.41 
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６. 上位計画・関連計画

• 柏駅・柏の葉キャンパス駅の拠点性向上（都市拠点）
• 高齢化に対応した小拠点の形成

• 学校の適正配置
• 青少年センター運営の改善
• 公立保育園の再整備

柏市第五次総合計画（H28）

柏市立学校施設個別施設計画（H31）

• 一定の教育環境が維持できない場合は、学区再編等の
検討を始め、余裕室が発生する学区は減築や複合化を
進める

柏市市有建築物中長期保全計画（R2）

柏市立地適正化計画（H30年）

• 建築物の点検・診断等の実施
• 施設の長寿命化
• 計画的な工事の実施
• 優先順位の設定
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総合管理計画策定時（平成26年度末） 現在（令和4年度末）

新設

長寿命化

増築

増築

9,255㎡

5,371㎡

9,588㎡

14,487㎡

10,965㎡

15,122㎡

合計 394,484㎡

小学校 244,311㎡

中学校 150,173㎡

小学校 269,692㎡

中学校 157,687㎡

小学校 42校 21,415人 702学級

中学校 20校 10,023人 290学級

小学校 42校 21,951人 718学級

中学校 21校 10,538人 297学級

延床面積

令和５年5月1日時点 （学校数、児童生徒数、学級数）平成26年5月1日時点（学校数、児童生徒数、学級数）

32,895㎡増加

建替え

移転

・中学校が１校新設
・児童生徒数も増加している

合計 427,379㎡

延床面積

柏の葉中（H29）

土小（R2）

柏第三小（R3）

柏の葉小（R3）

田中小（R3）

田中北小（R4）

出典：柏市オープンデータ出典：柏市公共施設等総合管理計画「施設白書編」

延床面積

学校施設の変化
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７. 人口状況（市全体）

計画策定時

実人口 推計値

0～14歳 15～64歳 65歳以上

Ｒ７年【推計値】 Ｒ５年【実人口】

４１.９万人 ４３.４万人（＋１.５万人）

Ｒ５年【実人口】

人口割合 H22年 Ｒ5年

65歳以上 ２０％ ２６％

14歳以下 １４％ １３％

人口変化

＋６pt

ー１pt

構成比

⇒ 計画策定時の推計値を
上回る人口増加

⇒ 計画策定時の推計値を
上回る人口増加

⇒ 少子高齢化が着実に進行⇒ 少子高齢化が着実に進行

現在

出典：第五次総合計画

人口推計 実人口

総人口

Ｒ７年【推計値】

人口割合 H22年 Ｒ７年

65歳以上 ２０％ ２７％

14歳以下 １４％ １２％

人口変化
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＋7pt

ー2pt

0～14歳 15～64歳 65歳以上

43.4
万人



８. 人口状況（地域別）

東武ｱｰﾊﾞﾝﾊﾟｰｸﾗｲﾝ

我孫子市

流山市
我孫子

守谷市

初石

江戸川台

柏たなか

松戸市

柏の葉キャンパス

柏

0

5

10

H22 R22

4.85.2

R22年H22年

(万人)

4.6

前回
推計値ー12％

0

5

10

H22 R22

4.65.6

R22年H22年

(万人)

4.3

前回
推計値ー23％

0

5

10

H22 R22

7.47.1

R22年H22年

(万人)
7.4

前回
推計値＋4％

0

5

10

H22 R22

＋21％

7.36.2

R22年H22年

(万人)
7.5

前回
推計値

0

5

10

H22 R22

＋49％

8.2
5.5

R22年H22年

(万人)
8.2

前回
推計値

沼南

北部１

中央１
中央２

北部２

•増加地域の中にも減少エリア、減少地域の中にも増加エリアが
あるなど変化が複雑になっている
•駅周辺の開発はまだ途上であり、今後も大きな変化が起こる
可能性がある
•生活圏が隣接市となっているエリアもあり、隣接市との連携
強化の検討などが必要

•増加地域の中にも減少エリア、減少地域の中にも増加エリアが
あるなど変化が複雑になっている
•駅周辺の開発はまだ途上であり、今後も大きな変化が起こる
可能性がある
•生活圏が隣接市となっているエリアもあり、隣接市との連携
強化の検討などが必要

平成28年時点の
将来推計値平成30年時点の

将来推計値

実績値

出典： 平成30年時点の推計値（柏市 都市計画マスタープラン）
平成28年時点の推計値（柏市 公共施設等総合管理計画「基本方針編」）

凡例

(H22→R22年人口増減率(％))

-30未満～-20以上

-20未満～-10以上

-10未満～-1以上

0

1以上～ 10未満

10以上～ 20未満
20以上～ 30未満

30以上～

-30以上

市街化区域

出典：柏市 都市計画マスタープラン

0

5

10

H22 R22

4.14.6

R22年H22年

(万人)

4.0

前回
推計値ー13％

南部２

0

5

10

H22 R22

4.96.1

R22年H22年

(万人)

4.5

前回
推計値ー13％

南部１
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平成２２年～令和２２年の人口増減率（推計値）



９. 改訂に向けた課題のまとめ

柏
市

1.87 中核市平均

3.26㎡/人

全市一律の方針ではなく、地
域ごとの特性に応じた方針
や、変化への柔軟な対応が必
要

保有量を増やさないため、
地域ニーズに応じて学校の
地域拠点化を図り、有効活
用する必要がある

他自治体との連携等、管理運
営面の効率化の検討が必要

民間企業や大学、まちづくり
団体等と連携した保有量抑
制が必要

課題①

地域変化が予想を上回る速度
で拡大、複雑化している

課題②

保有量の過半を占める学校は
削減されておらず、地域ごと
の状況も異なる

課題③

もともと保有量が少ないため、
単純な面積削減は難しい

赤：人口増加
青：人口減少

沼南

北部１

中央１
中央２

北部２

南部２

南部１
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学校
53％

住宅6％

供給処理
6％

庁舎等
4％

その他
31％



１０. 基本方針に追加を検討した方が良い内容

１１

４４

２２

３３

人口動態を踏まえた施設運営や施設のあり

方を見直し、将来変化へ柔軟に対応

学校との連携を強化し、所管を超えた横断

的な取組体制により、学校と他の公共施設

との複合化・共用化等を検討

人口増加が急速に進む駅の周辺などでは、

民間等との連携で施設を持たずに、新たな

市民ニーズに柔軟に対応

地域の特性を活かし、近隣自治体と隣接す

る地区では、広域連携や施設の共同経営な

ど運営面の工夫による対応を積極的に検討

基本方針に追加を検討した方が良い内容（案）
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